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総合政策学の確立に向けて（2）：理論的基礎・研究手法・今後の課題

岡部光明

【概要】

　情報通信技術の革新とネットワーク化によって、情報はその利用コストおよび利用可能性の面で近

年劇的に変化している。この結果、社会問題の解決を目指す従来の政策（公共政策）はその内容や運

営方法に変革を迫られており、いまや「社会プログラム」という認識によって取り組むことが必要と

なっている。そうした取り組みを政府、民間、非営利組織等が協働しておこなえば、対応の実効性な

らびに社会安定性の向上を図ることができる。こうした理解は理論的にも支持される。総合政策学は、

上記のように多様な関係者を視野に入れる一方、既存の各種学問領域の成果を有機的に利用しつつ、

問題の発見、その性質の解析、対応施策の立案、実施、成果の評価といった一連のプロセスを扱う「問

題発見・解決型」の社会科学である。これは、複雑化する現代の社会問題ないし課題に対して有効性

の高い接近方法であり、今後その適用が広がっていくことが期待される。

キーワード：情報通信技術革新、ティンバーゲンの定理、マンデルの定理、限定合理性、制度、モジ

ュール、スリー「ワーク」アプローチ
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はじめに

　本章は、従来の「政策」概念を「社会プログラム」の遂行として捉え直す必要があるという認識 1）

を踏まえるとともに、本書所収の論文（第 3章から第 9章までの 6編）の記述から浮かび上がる総

合政策学という考え方を、より一般的な枠組みの中で整理して提示することを意図している。

　以下、第 1節では、社会環境の変化と政策学に求められる条件を述べたあと、総合政策学を定義

し、その特徴を述べる。第 2節では、幾つかの関連分野（契約理論、情報の経済学、制度設計論等）

の近年における成果を援用しつつ総合政策学の理論的基礎づけを行う。第 3節では、総合政策学は

その手法において三つの側面を統合させる点が特徴的であることを述べる。第 4節では、それら三

側面のうち、学問領域の統合および研究手法の統合に焦点をあててやや詳細に論じる。第 5節では、

総合政策学が社会科学一般のなかでどう位置づけられるかを示すとともに、今後の課題を指摘する。

　なお本章は、前章と同様、かつて提示した総合政策学の理解（小島・岡部 2003）を、本書集録論

文で示されるようなその後における研究、実践、そして議論を通して拡充、深化、発展させ、概念的

に一層明確化しようと試みた結果を一つの鳥瞰図として提示するものである。ただ、新しい概念が

登場する場合の常として、総合政策学の概念も変化し発展する運命を背負っている。このため本章は、

あくまで現時点で到達した理解というべきものであり、また関係者の理解が完全に一致しているわ

けではないので、筆者の個人的理解という面も併せ持つことを予め記しておきたい。

１．社会環境の変化と政策学に求められる条件

　前章（岡部 2005）で指摘した近年の社会環境の変化は、達観すれば二つに集約できよう。一つは、

情報の利用形態の変化（IT革新の影響）であり、もう一つは、社会組織の変化 （NPO/NGOや制度

自体の重要性増大）である。ここでは、こうした変化の核心をあらためて整理するとともに、そこ

での社会問題の解決にとって有効性の大きい総合政策学という考え方、およびその特徴を述べる。

1-1　情報の利用形態の革新

　人間の行動は、すべて情報を基礎としている。どのような情報をどのように入手するか、それをど

のように取捨選択ないし加工あるいは保存するか、そして行動に際しての判断材料とするか。このよ

うな情報の取得・加工・保存・利用・発信といった一連の過程においては、それに随伴する経済的

コストおよび情報の利用可能性が、人間の行動ひいては社会システムの構造に根源的影響を与える。

（１）二つの情報処理システム

　社会全体をこのように情報処理システムという観点から捉えると、それは伝統的に二つのシステ

1）本書第１章の岡部（2005）を参照。
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ムの組合わせから成る、と理解できる。

　その一つは、価格システム（price system）という膨大な量の情報を処理するシステムである。価

格システム（あるいは市場メカニズム）は、むろん全ての財・サービス・資産に付けられる価格

とその変動によって経済を運行させる仕組みであるが、自由主義経済学者ハイエク（Friedrich von 

Hayek, 1899-1992）はその本質はむしろ膨大な量の情報を処理するシステムである点を見抜いてい

た 2）。すなわち（1）情報は質量両面で現場に存在する、（2）情報は価格シグナルに集約される、（3）

個別主体がそのシグナルをもとに行動すれば結果的に社会全体の効率的情報処理が可能となる、（4）

したがって情報は中央政府が集計しなくとも分散したままで利用できる。これが市場経済の本質であ

ると主張した（情報の分散利用システムとしての価格システム）。

　もう一つのシステムは政府である。この場合の政府は、情報を民間部門からコストをかけて収集し、

その情報をもとに「市場の失敗」に対応する主体であると理解できる（情報の集中利用システム）。

このような二つのシステムの主体は、前者では個人や企業などのミクロ経済主体であり、後者は中央

集権の主体つまり政府である。表１（1）は、以上のことを図式的に表わしたものである。

（２）IT 革新の影響

　ところが近年の情報通信技術（IT）の革新は、情報利用の形態および通信のあり方に革命的な影響

をもたらし、上記のような社会認識に抜本的な修正を迫っている 3）。まず情報処理技術（コンピュータ）

の革新とインターネットの発達は、情報の収集および処理コストならびに通信コストを劇的に低下さ

せる一方、コミュニケーションの即時性、双方向性を飛躍的に向上させている。それとともに、末端

主体（個人や企業）の事態対応能力を大きく向上させている（エンパワーメント、empowerment）。

　これは二つの重要な結果をもたらす。一つは、社会問題の解決に際して、情報を従来のように集中

利用するよりもむしろ分散利用する方が、コスト、効率、および末端主体のインセンティブのいずれ

からみても、従来より合理的になっていることである。前出表 1の（1）と（2）では、最左欄の枠

の表示において情報利用形態のウエイトを対照的なものとすることによってこれを示してある。換言

すれば、従来、政府の役割ないし公共政策実施において前提されていたハーベイロードの前提 4）は

いまや崩壊し、それに伴い「政策」の意義や運営方法が変化した、といえる。換言すれば、情報およ

び権力の観点からいえば、従来の中央集権的ないし垂直的な社会構造から、自立分散的ないし比較的

水平的な社会構造へと変化した（社会構造がフラット化した）といってもよい。

　IT革新に伴うもう一つの結果は、情報の分散利用の拡大により、市場メカニズムが作動する範囲

が一層広くなっていることである（表１（2）の最右欄の表示を参照）。これもまた、従来の公共政策

のあり方に大きな変化を求めるものである（例えば公企業等を民営化する必要性を示唆）。

　なお、IT革新に伴うこのような情報および権力の構造に関するフラット化は、単に社会構造につ

2）池田（1997、第 1章）。近年の IT革新の本質的影響を理解するには、社会システムを情報処理の観点から理解する必要性が
大きい。この点はすでに前章（岡部 2005、2-1（４））でも述べたが、その重要性にかんがみここで多少の重複をいとわず再論する。
3）以下の認識は、本書第３章（國領 2005）から示唆を得た点が多い。
4）本書第１章の岡部（2005）注 10を参照。
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いてだけでなく、むしろ企業などひとつの組織の内部構造およびその管理に関して、より一般的かつ

頻繁に指摘されている。これら両方のケースにおけるフラット化は、同様の論理で理解できよう。ま

た IT革新は、ネットワーク上で発生するデータの直接的かつ即時的（リアルタイム）利用を可能と

する一方、ネットワーク上の膨大なデータを比較的簡単に解析することも可能にしつつある 5）。この

結果、従来の社会科学のあり方に新しい次元が加わってきているといえる 6）。

1-2　社会組織の変化

　近年の環境変化は、上記のような情報利用面での革新に加え、社会組織面でもまた大きいものがある。

5）こうした状況に対応した新しい研究手法の開発は、本書第８章（深谷 2005)を参照。
6）IT革新が社会科学の接近方法や研究者の関与の仕方に関する影響の詳細は、本書第３章（國領 2005)を参照。

表 1　情報利用形態および社会構成組織の変化
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（１）中間的組織の増加

　その一つは、「政府（行政組織）か民間か」あるいは「官か民か」という従来の二分法の枠に入ら

ない中間的性格を持つ組織が増加したことである 7）。前掲の表１（2）を用いれば、これらは行政組

織と民間部門の中間に位置づけることができる。なぜ中間的なのか。まずこれらの多くは、NPOあ

るいは NGOであるが、それらは行動方式の面で自発的活動を基礎としているので政府（民間部門に

対する命令と統制を基礎）とは異なるからである。また、活動目的の面では「公共性」の高い領域で

成果を挙げることを意図しているので、個人や企業といった通常の民間経済主体（私的動機を基礎）

とも異なるからである。そしてこれら組織は、組織の形態自体が多様であることから、そこにおける

情報の利用形態も当然多様なものになろう。

　こうした中間的組織の増加は、これまで国家あるいは官が独占していた公共性が民間部門に開放さ

れる傾向を示すもの、と解釈することができる。あるいは、多様な社会問題を解決するには、前章で

みたとおり、単に公共政策だけでなく民間主体も巻き込んだ「社会プログラム」の実施という認識に

よって対応することが必要になってきている、といえる。いずれにせよ、社会問題を扱う場合には、

行動主体に着目して「官か民か」という区分で理解するよりも、むしろ活動目的に着目して「公か私

か」という区別で理解するほうが建設的である。後者において「公」は公共性のある分野を意味して

おり、それは広範なものとなる。

　NPOあるいは NGOは、その活動分野、組織形態、参加メンバーの広がりなど実に多様なものが

あるが、ここではそのうちの一例をひとつの典型として指摘しておきたい。それは、近年の社会構造

変革の原動力ともいえるインターネット空間（国家主権の枠組みを越え国家の強制力が及ばない公共

空間）の国際的管理を行う ICANNという組織である 8）。これは、インターネット上のドメイン名な

どを管理するために 1998年に設立された国際的な民間非営利組織である。ICANNの勧告には国際

条約のような強制力はない。しかし、大きな公益のゆえに、あらゆる国の組織や個人が ICANNのル

ールに自発的に従っているのが実体である。これは、公共性のある「社会プログラム」が特定国の政

府によってではなく NPOによって実施されている好例といえる。

（２）制度の重要化

　社会組織面での変化としていま一つ重要なのは、「政府か民間か」という場合における中間的組織（上

述した NPO/NGO）とは多少性格が異なるものの、「中間的」性格を持つ「制度」が重要化している

ことである 9）。制度は、政府に関係するものもあれば民間部門に関係するものもある。このため表１

（2）では、両方の性格いずれの場合も含むものとして「中間」に位置づけ、それに含まれるものとし

て「NPO/NGO」および「各種制度」を記載してある。

7）この点および NPO/NGOやその行動特性等については、本書第１章（岡部 2005、2-3）を参照。
8）ICANNは、The Internet Corporation for Assigned Names and Numbersの頭文字を取った略称。詳細は < http://www.icann.
org/>を参照。なお、慶應義塾大学環境情報学部教授（現慶應義塾常任理事）の村井純氏は 2003年 6月までこの組織の理事をつ
とめていた。
9）制度の意義や実践活動と制度との関連に関する詳細などは、本書第１章（岡部 2005、2-1）を参照。
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1-3　総合政策学：その条件、定義、特徴

　近年の環境変化を前節 1-1および 1-2で述べたような二つの現象に集約して理解すれば、そこにお

ける「政策」は従来と異なるものになる必要があることがわかる。この関係を図式的に示したのが前

掲の表１（2）である 10）。前章で述べたことを多少繰返すことになるが、この図をもとに指摘できる

幾つかの点を整理すると、次のとおりである。

（１）環境変化と新しい政策学

　第 1は、公共政策の運営方法を変更する必要性である。すなわち、IT革新によって情報の分散利

用が進むことは、政府と民間部門の間における情報の非対称性を強める（政府の情報劣位を決定的

にする）。このため、政府による公共政策の運営においては、従来の「命令と統制」（command and 

control）方式から「民間部門の動機整合性を重視する」（incentive-compatible）運営方式に重点を移

す必要が出てくる 11）。

　第 2は、市場メカニズムの拡大を認識する必要性である。すなわち、情報の分散利用化に伴ういま

ひとつの効果として、民間部門では市場メカニズムが作用する領域が拡大する。これを的確に認識す

るとともに、それを反映した公共政策および社会プログラムを組み立てて行くことが不可欠である。

　第 3は、中間的組織の増加および各種制度の重要化である。すなわち、政府機能ならびに民間で

の市場メカニズムという従来の二分法による社会認識のままでは対応できない課題が増えたことに伴

い、中間的組織（NPO/NGO）が増加し、それらが社会問題解決のうえで重要な役割を果たすように

なったことである。また社会における官民の各種制度（公式のものだけでなく非公式の慣行等も含む）

やその構築がとりわけ重要な課題になった。これらの点を認識することが不可欠である。

　第 4は、中間的組織（NPO/NGO）の行動や制度の評価に関する理論的分析が不可欠の課題として浮

かび上がったことである。政府による政策は、命令と統制、あるいは動機整合的行政という観点から原

理的に理解することができる一方、民間経済部門は市場メカニズム（価格シグナル）の作動という観点

から基本的に理解できる。これに対して、中間的組織ないし制度の働きをどのような指標とメカニズム

によって理解すべきかは、自明でない。行政命令や価格に代わるシグナルはどのようなものであろうか。

　その理論的発展はなお今後の課題として残されているが、近年発展している情報の経済学等を援

用して理解できる面がかなりあろう。その場合に重要となる概念としては、例えば、情報ないし取

引相手の信頼性（credibility）、評判（reputation）、インセンティブ（incentive）、コミットメント

（commitment）、説明可能性（accountability）などが考えられる。興味深いのは、これらは後述する

ように各種の実践活動を通して浮かび上がったことがらでもあり、実践活動が学問的理解をも前進さ

10）本書第 3章以降に集録した 7編の論文をこの図の中に位置づけると、第 3章（國領 2005）、第 4章（梅垣 2005）、第５章（大江・
平高 2005）、第 6章（小島・厳 2005）は主として領域（B）に関係しており、第 9章（森平・小暮 2005）は領域（C）を扱っている。
一方、第 7章（白井 2005）は、領域（A）（B）（C）を横断的に対象としているほか、第 8章（深谷 2005）も同様に 3つの領域
を横断的に対象とする新しい研究手法を論じている。なお、本書に集録されてはいないが、岡部（2003）は金融問題を中心に領
域（A）を論じている。
11）詳細は本書第１章（岡部 2005、第 3節）を参照。
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せる可能性があることである。理論面における具体的な検討課題をいくつか指摘しておくと、（1）中

間的組織の行動にとってのシグナル（指標）は単数かそれとも複数か、（2）もし複数の場合それらは

相互にどう関係するのか、（3）それらのシグナルはどのようなメカニズムで生成し、変化するのか、（4）

中間組織が政府あるいは民間企業・個人と協調あるいは競争する仕組みやその条件は何か、などであ

る。また、中間的組織の組織構造と行動の関係についての分析も今後に残された研究課題といえよう。

その場合も、実践から得られる知見は理論形成に大きな役割を果たすことになると期待される。

（２）新しい政策学に求められる要件

　以上をまとめると、新しい政策学（社会プログラムの実施）は幾つかの基本的性質を持つ必要があ

ることが理解できる。一つは、政策を従来の「上から下へ」というかたちだけで理解するのではなく、

各種主体の相互作用（interaction）というかたちで関係主体とその行動を全体として把握し、その結

果としての社会プログラムの目標実現を捉える必要があることである。これはまさに「ガバナンス」

という視点にほかならない。総合政策学がガバナンスの研究と称されるのは、ここに理由がある。い

ま一つは、一度限りの対応というよりも、対応を度重ねてゆくことによって広い意味での制度を構築

することが大きな目的の一つになることである。そのためには、「制度」に関して関連分野の諸研究

を踏まえた理解が必要になるだけでなく、社会プログラムに含まれる項目を実行して初めて得られる

知見もこれに生かす必要がある。このため、総合政策学は必然的に実践と一体化する面をもつ（実践

性）。

　政策学に対するこのような理解は、実は現代の 世界的な政策思想の潮流と合致するものでもある。

例えば世界銀行では、近年その政策を社会開発（social development）という名称によって新しく

定義し直しており（World Bank 2004）、それはまさに本稿で述べた考え方と軌を一にしている。す

なわち、市場メカニズム（いわゆるWashington consensus12））に依存した対応だけでは十分ではな

く、制度の変革（transforming institutions）が重要であり、それを通して人々の能力強化を図ること

（empowering people）が究極的な課題であると位置づけている。このためには、関係者（NGO、学界、

民間部門、メディア界等）の幅広い参加と協働（partnership）が重要との立場をとっている。この発

想は（1）政策とは上から下に対する命令ないし働きかけではなく、むしろ多様な主体が参加して目

標を実現してゆく社会プログラムである、（2）政府や国際機関が行う政策の個別的内容よりもむしろ

政策対象国の各種制度の改善が重要である、（3）政府自体の善し悪しを問題にするよりもむしろ良い

ガバナンスを確保すること（governmentよりも governance）が大切である、という理解と主張であ

るといえる 13）。これはまさに本稿で議論した「新しい政策」の考え方に通じるものである。

12）米国ワシントンにある国際機関（世界銀行、IMF等）が 1990年代以降、支援対象国に対して求めたとされる経済政策の性
格に関する通称。これは、市場メカニズムの作動促進（競争促進、貿易自由化等）が問題解決の基本であるという主張であるため、
新自由主義あるいは市場原理主義などともいわれる。
13）途上国の開発援助にとって、近年ではこれらが基本的考え方になっている。詳細は本書第 7章（白井 2005）を参照。
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（３）総合政策学の定義と特徴

　以上の議論をもとにすれば、総合政策学とは、各種学問領域を有機的に利用しつつ、IT革新の影

響下にある現代社会の問題の発見、その性質の解析、多様な手法ならびに多様な関係者の活用、とい

う一連のプロセスを扱う「問題発見・解決型」の社会科学である、と定義できる。あるいは、そうし

た研究方法（methodology）のことである、といってよいかもしれない。

　むろん、より具体的な事項に言及して総合政策学を定義することも可能であり、また何に重点をお

いて定義するかによっても相当ニュアンスの異なるものになりうるが 14）、ここではそうしたことに

煩わされるよりも、総合政策学の一般的な特徴を次のように整理しておこう。

　特徴の第一は、何らかの解決が求められている社会問題（problem, question ないし issue）をまず

発見ないし認識し（identifyないし discover）、その解決を図ることを基本視点に据えていることであ

る（問題発見・解決型）。このためには、既存の学問領域での研究成果を十分にそして効果的に活用

することが可能であり、またそれが必要でもある 15）。問題の発見と解決が発想の出発点であり、そ

の他の特徴はすべてこれから導かれることがらともいえる。そのためには、例えば必要となる研究分

野あるいは手法を自由かつ選択的に活用する、という発想が採られる一方、社会問題を新しい視点か

らえぐり出すための斬新な調査手法の開発も重要な活動の一つになる 16）。また、問題の深い理解あ

るいは実体に即した理解をするうえでは、フィールドワークも重要な活動の一つになり、そして人的

ないし情報的ネットワークの構築とその利用も重要な要素として含むことになる。さらに、当事者あ

るいは現場に接近してこそ問題発見が可能となり、また現場にこそ問題解決の重要なヒントが潜んで

いる、という考え方が重視される（現場主義）。つまり、総合政策学は端的にいって問題主導的接近

（issue-driven approach）が最大の特徴であるといえる。これに対して従来の社会科学は、学問分野主

導的ないし手法主導的接近（method-driven or discipline-driven approach）と理解できよう。

　第二は、問題解決は何らかの実践によって初めて可能となるものであるから実践（practice）と研

究は深く関係しており、また両者が緊密に相互作用をすることによって学問として発展、深化すると

いう性質を持つ、と理解されることである（実践性あるいは実学）。すなわち、総合政策学は、まさ

に実学（実際に役に立つ学問。さらには経験や実証にもとづく学問）ということができる 17）18）。こ

のため、多くの社会科学において判断基準とされる執筆論文の多寡、理論的エレガンスの追及といっ

たことよりも、総合政策学ではむしろ関連する幅広い活動、実証実験、社会プログラムの実践など、

プロセスの進行自体に比較的大きな意味を持たせている。従来の社会科学では、研究者は一般的にデ

タッチメントという姿勢（距離を置いて見る姿勢）、すなわち問題を解決するうえで社会工学的な最

14）例えば、本書の序文（大江 2005）で述べられている総合政策学では、行政的解決、市場的解決が十分に届かない領域に考
察対象の重点が置かれるとともに、そこでの問題解決に際して実証実験を通して関与すること、そしてその過程で得られた知や
問題発見の枠組み自体の革新を図ること、などに重点が置かれている。
15）詳細は第 4節で述べる。
16）その先端的な例として本書第 8章（深谷 2005）を参照。
17）ちなみに、慶應義塾創設者の福澤諭吉は『学問のすゝめ 初編』のなかで「実なき学問は先ず次にし、専ら勤むべきは人間普
通日用に近き実学なり」と主張して色々な例を述べている（福澤 2002、7ページ）。総合政策学は、このように慶應義塾創設時の
精神を受け継ぎ、それを同大学の中で最も新しいキャンパスにおいて現在の時代環境のなかで実現していこうというものである。
18）「未来̶それは予想するものではなく構築するものである」（フランスの作家サンテグシュペリ）という発想といえる。
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適解を導くこと（ないし政策提言に止まること）が特徴的であった。しかし総合政策学では、それと

は対照的に、問題解決策が実行され効果をもつことが大切である（そのためには戦略的な研究も必要

となる）と考えるうえ、参加（コミットメント）ないし関与（involvement）するという側面をも併

せ持つことが多い。それらは大切な要素とされる。したがって総合政策学は、一つの面によって規定

される学問的領域というよりも、むしろ多面的な運動体（multi-dimensional movement）である、と

理解することもできる。

　第三は、総合政策学では公共政策学が引続き一つの重要領域として含まれるが、問題解決は社会

プログラムの実施というより広い視点から理解され、そこには国内外の政府のほか、企業、NPO/

NGO、国際機関、市民グループなど多様な主体（アクター）が関与するプロセスであると理解され

ることである（参加主体の多様性）。つまり、所期の目的が達成されたかどうかの判断は、単に公共

政策運営主体である政府の行動だけでなく、NPOなどの中間組織やその他民間部門も含めた多様な

主体の行動とそれらの間での相互作用のいかんによることになる。

　そして第四は、研究対象としてとりわけ情報通信技術ないしメディアの革新とその影響を強く意識

していることである（IT革新の諸影響）。むろん現代社会を特徴づける環境変化には様々なものがあ

るが（例えば、ヒューマンセキュリティの重要化、経済取引グローバル化、規制撤廃、文化的衝突の

先鋭化等）、そのうちでも技術（社会にとっての道具）とくに IT技術は、組織、社会、制度、そして

生活の仕方を変えるとともに個人の能力を強化させるものであり、人間社会全体に対して広くかつ深

い影響を及ぼすからである 19）。社会条件がこのようにいわば非連続的ともいえる大きな変化を示す

ときには、政策論においても上記のように従来の発想とは異にする革新が求められる 20）。

（４）総合政策学的接近が求められる各種社会問題

　総合政策学は、IT革新の影響を受ける多くの分野を当初からもっともなじみ深い適用領域として

きたが、それ以外の多くの重要な社会問題に対してもきわめて効果的に援用できる。

　その一つが、現在われわれが進めているヒューマンセキュリティ（human security）を対象とし

た各種の社会問題の領域である。ヒューマンセキュリティという概念は、国家安全保障（national 

security）、社会安全保障（social security）よりもさらに小さい単位すなわち個人に着目した安全保

障の考え方であり、社会や国家に関する諸問題は究極的にはそれを構成する個人（人間一人一人）の

自立、能力強化（empowerment）、安全な生活の保障が前提になるのでそれらを目指す必要がある、

という思想である 21）。その具体的領域は多岐にわたるが、いずれの場合も多様な主体が関与してく

るうえ、問題の発見から解決に至るプロセス全てを対象としなければ効果的な対応を期待できない。

19）技術と企業組織ないし社会組織のアーキテクチャの間には補完性があるという視点（いわば技術的制度分析の視点）を強調
したものとしては、池田（2004、2005）の研究が示唆に富む。
20）ちなみに、シュンペーターによれば、革新（彼の用語では「新結合」“new combination,” あるいは innovation）には（1）
新製品の導入、（2）新生産方式の導入、（3）新市場の開拓、（4）新供給源の獲得、（5）新組織の発生、の 5つのケースがあ
り、これらは非連続的に発生するものである（馬車の所有者が鉄道建設に乗りだすことは期待できない）ことが強調されている
（Schumpeter 1911、66ページ）。
21）詳細は第４章（梅垣 2005）を参照。
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このため総合政策学が必要かつ有効な領域である。

　むろんそれ以外にも総合政策学によって効果的取組みができる重要かつ複雑な問題は数多くある。

例えば、地球温暖化に対する応用（天野 1997）はその例である。また、高齢化と社会保障、あるい

は地方分権のあり方といった国内問題をはじめ、東アジア地域統合化、国際社会の政治経済安定化、

経済取引のグローバル化と国家の役割変貌といった国境を越える諸問題など、総合政策学的接近が期

待される領域は数多い 22）。

2．総合政策学の理論的基礎

　前述した総合政策学の考え方は、政策論における基本概念を用いてどのように説明できるだろうか。

ここでは、三つの視点から総合政策学の理論的な基礎づけを多少しておきたい。

2-1　政策目標と政策手段の関係

　公共政策（典型的には経済政策）に関しては、政策目標と政策手段の関係について二つの重要な原

則が従来から認識されている 23）。これらに照らした場合、総合政策学はどのように理解できるだろ

うか。

　第一の原理は「政府がｎ個の独立した政策目標を同時に達成するには、政府はｎ個の独立した政策手

段を保持している必要がある」という要請である（ティンバーゲンの定理、Tinbergen’s   theorem）24）。

ここで「独立した政策目標」とは、ある政策目標の達成と他の政策目標の達成とが無関係であること、

そして「独立した政策手段」とは、ある政策手段が他の政策手段とは無関係に自由に選択できること、

を意味する。したがって、政策目標が独立でない場合、例えば目標がトレードオフ関係にあるような

場合には、どちらかの目標を犠牲にするか、または政策手段の数を増やすか、いずれかの必要がある

ことをこの原理は示唆している。

　この考え方を適用すれば、総合政策学は政策手段の数を増やす対応である、と理解できる。なぜなら、

一つの政策主体としての政府を一つの政策手段とみなせば、NPO/NGOなどの中間的主体が政策（社

会プログラム）の実施に参加することは、独立した政策主体が増加することであり、これを独立した

政策手段の増加と解釈することができるからである。したがって、総合政策学は、不足する政策手段

の数を増やすことによって政策目標をより確実に達成させる対応である、と理解することができる。

ここに総合政策学の一つの理論的基礎がある。

　もう一つの原理は「各政策手段は、それが相対的に最も効果を発揮する政策目標に割当られるべき

である」というものである。これは、マンデルの定理（Mundell’s   theorem）、政策割当ての原理（policy 

22）現時点でわれわれが専らヒューマンセキュリティ問題に重点を置いているのは、既存研究スタッフの研究領域と研究リソー
スの制約を総合的に考えるとこれが適切と判断しているためである。なお、現時点におけるわれわれの８つの研究グループの詳
細は、本書巻末の参考資料１および総合政策学 COE（2004）を参照。
23）これら二つの定理の解説は、例えば浅子（2000、第 4章）を参照。
24）これは代数学における連立方程式の基本定理と論理的に同じものである。
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assignment principle）、あるいは経済政策における比較優位の原理、として知られる。通常、一つの

政策手段は幾つかの目標に対して政策効果を持つが、そのうち最も効果を発揮する目標を達成するた

めにその手段を用い、それ以外の目標達成には別の手段を用いる（割当てる）べきである、というの

がこの原理の要請である。なぜ手段のこのような使い方をする必要があるのか。それは、もしそのよ

うな方法で手段を利用しなければシステム（例えばマクロ経済）を不安定化させる懸念があるが、そ

のような利用をすればシステムの安定化が保証される 25）からである。

　いま政策効果の大小は、政策実施のために保有する情報量と情報の質に左右される、としよう。こ

のように考えれば、総合政策学の一面を合理的に理解できる。すなわち、IT革新によって生じる政

府の情報劣位化は、公共政策の効果を相対的に弱める（1-1を参照）。このことは二つの意味を持つ。

一つは、民間部門の活動を支配する市場メカニズムが相対的により広範に作用することを意味してお

り、それを認識する必要があることである。もう一つは、情報の発生源であり情報をより多く保有す

る「現場」を政策に関与させるべきであることである（いわば現場主義の重要性増大）。このように

考えると、NPO/NGOなどの中間的主体による政策関与（社会プログラム実施への参加）には合理性

があり、それは社会システムを安定化させるうえで役に立つことになる。

　以上の二つの原則を統合すると、次のようにいえる。すなわち、ある一つの政策手段（あるいは公

共政策）が複数個のどの政策目標に対しても最も効果がある（絶対優位）としても、それのみで全て

の目標を達成することは不可能であり（ティンバーゲンの原理）、したがって他の政策手段（あるい

は政策実施主体）を追加的に導入せざるをえず、そしてその場合には、目標達成にとって比較優位の

原則で手段（政策実施主体）を割り当てるべきである（マンデルの定理）、ということになる。例えば、

前述したインターネット上のドメイン名などを管理するために設立された国際的な民間非営利組織で

ある ICANN（前出注 8を参照）は、第 1に、社会問題を解決するうえで「政策」主体が民間部門に

おいて一つ追加したことを意味する。そして第 2に、それはインターネット関連情報保有の面で政府

よりも圧倒的に優位にあることから、政府あるいは公的な国際機関が同様の機能を果たすよりも一層

効果的に機能を果たすことができることを意味する。したがって ICANNとその活動は、政策論にお

ける二つの原則を満たすものであり、社会問題を解決するうえで合理的である、といえる。この例か

らわかるように、ICANNをはじめとする NPO/NGOの役割は一般に大きいものがある。

2-2　人間行動における限定合理性と制度構築

　既述のように、近年の政策論では、個々の政策の内容自体よりもむしろ制度設計に重点が移って

いる。一方、総合政策学では実践活動を通して慣行ないし制度（あるいは社会的アーキテクチャ 26））

を構築することを一つの大きな柱としている。このように制度あるいはその構築が重視されるのはな

25）この証明は、前掲の浅子（2000、第 4章）を参照。
26）アーキテクチャとは、もともと建築様式を意味するが、近年はコンピュータの論理構造ないしネットワークシステムの全体
としての設計思想および知識を集大成したもの、という意味でも頻繁に用いられる。その考え方を人間社会に適用すれば社会的
アーキテクチャという表現が可能であり、「制度」は概ねそれに該当すると考えることができる。
27）本書第１章（岡部 2005、2-1）を参照。
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ぜか。それは、すでに議論したとおり 27）、人間同士の政治的、経済的、社会的な相互作用のあり方を、

制度というかたちで規定ないし制約することによって不確実性（リスク）を減少させるという機能を

持つからである。ここではその理解をさらに理論的に掘り下げて考えてみたい。

（１）限定合理性の表われとしての制度

　総合政策学において実践を強調するのは、一回限りの行動に大きな意味があると考える（それだけで

は何も残らない）よりも、むしろ実践活動を通して最終的にどんな制度的成果を挙げたか（既存の制度

を改変できたか、あるいは実践活動によって新しい慣行あるいは制度として結実させたか）を重視する

からである。実践を重ねることによって理解され、深められ、獲得された知識を一般化したものこそが、

規則、手続き、仕組みなど一般に広義の制度（institution）と称されるものになる。したがって制度は、

知恵あるいはノーハウのかたまり、といえる。こうした意味での制度は人間の合理的行動を支援するも

のであり、したがって広義での制度構築は、社会システムを質的に向上させる点で大きな意味を持つ。

それは人間行動の限定合理性（bounded rationality）28）という観点から次のように理解できる。

　まず、人間の行動をモデル化する場合、通常、人間はすべての可能な選択肢の中から合理的に経済

的選択を行うことによって最良の選択肢を選ぶ（最適化する）、ということが前提される。しかし現

実には、人間の頭脳の情報保有量は有限であり、また理解可能な情報処理量も有限である。このため

個人や組織は、現実にはすべての可能な選択肢を検討対象にするのではなく比較的数少ない選択肢を

考慮対象とし、ある程度満足できる行動ができると判断すればそれ以上の（可能な限りベストの）選

択肢を探すことを中止する場合が多い。つまり、人間は合理的に行動すると考えられるものの、人間

の情報処理（認知）能力によってそうした行動には限界が存在する。仕事が複雑になれば、人間は単

純化された対応方法（決定ルールや慣習など広義での制度）を利用する傾向を示す、と理解する方が

現実的である。

　したがって、上記の極端な最適化モデルには疑問が生じる。このため、新古典派的経済学にはこの

面で大きな限界があることが指摘され、最近の経済学では人間の情報処理能力・調整能力の有限性が

重視されるとともに、市場の内部に存在する規則、慣習、その他の社会制度の意義をこの概念（人間

行動の限定合理性）を用いて説明する考え方が次第に支持されるようになっている 29）。近年のこのよ

うな学問潮流に照らせば、総合政策学において制度構築を重視することには大きな意義があることが

明らかといえよう。

（２）制度生成とガバナンスの成立

　では、実践行動のなかで制度は果たしてどのようなメカニズムで生成するのか。またその場合、関

係主体間のガバナンスはどのように成立するのか。こうした政府以外の組織（non-state institutions）

に関する一般的な研究、あるいは法律や政府によらないガバナンス発生の仕組み（自生的ガバナン

28）これはハーバート・サイモン（Herbert Simon）によって示された概念である。
29）青木・奥野（1996、第１章）を参照。
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ス、self-enforcing governance）に関する研究は、近年幾つかの関連学問分野（経済学、法学、政治学、

社会学、人類学）から活発に展開されている（Dixit 2004）。そうした研究は、新制度経済学あるい

は組織論におけるひとつのサブ領域として位置づけられる（同）。

　現時点での研究成果は未だきわめて少ないようにうかがわれるが、ゲーム理論を応用した経済ガバ

ナンスに関する最近の一研究（Dixit  2004）では、現場情報（local information）を扱う個別ネット

ワークの集団と、それらと情報交換ネットワークを持ちつつそれらの上部にできる小さなネットワー

クとの二層からなる制度が自生的に生成すること（トップダウンによるよりもボトムアップによる制

度生成の方が成功する可能性が大きいこと）が示唆されている。むろん、この結果を直ちに一般化し

たり、あるいは決定的なものと考えることはできないが、情報の存在場所とそのコミュニケーション

のあり方がシステムの安定性や有効性を左右すること、具体的には NPO/NGOや現場など総合政策

学が重視する幾つかの要素がシステムの安定性や有効性にとって重要であること、を示唆していると

解釈することができるかもしれない。

2-3　政策目標に関する伝統的理解と新しい発想

　総合政策学における社会プログラムの実践は、いったい何を目標にしているのか、あるいはすべき

か。また、その目標が達成されたかどうかを誰が、どの時点で、どのようなやり方で評価するのか。

あるいは、そもそもそれができるのか。これらの問いに十分に答えようとすれば、結局、社会が究極

的に追及すべき価値とは何なのかという、難しい哲学的問題に行き着く。それに対して完全な解答を

用意することは筆者の能力を越える。

　そこで、ここではまず伝統的な政策目標の考え方とその特徴を整理し、次いで目標に対して一つの

新しい考え方を提示しよう。そしてそれが総合政策学における目標の考え方と整合的であり、一般性

を持ちうることを述べることとしたい。

　一般に政策（policy）ないし施策（program）あるいは事業（project）を評価する場合、様々な側

面がある。例えば、政策の組立て方や参加者の適否についての評価など、プラン自体に関する評価が

ある。またプランの事前評価か、あるいは事後評価か、という視点もある。さらに数量的評価か、定

性的評価か、という区分も評価の客観性を問題にするときには重要になろう 30）。しかし、最も重要

なのは、政策ないしプログラムによって最終的に何をもたらすことが期待されているか（政策の最終

目標およびその多次元性）である。

（１）伝統的な政策目標とその特徴

　公共政策（一般に社会プログラム）の目標あるいは成果を評価する場合、それがどのような領域の

活動であるかによって当然差異があるが、経済政策の場合を例にとれば、伝統的に効率性（efficiency）、

安定性（stability）、公平性（equity）が基準とされ、場合によってはこのほか成長（growth）も含め

30）こうした一般的な問題をはじめ政策自体の効率性評価（費用便益分析）については、例えば Rossi, Lipsey, and Freeman （2004）
を参照。なお、前章（岡部 2005、注 19）で述べたとおり、同書は政策を「社会プログラム」の視点から扱っている。
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て目標とされてきた。これらはいずれも、社会にとって重要な経済面での尺度であることは疑いない。

また、これらは比較的定量化が容易である（関連統計が比較的よく整備されている）という面でも優

れた目標といえる。

　ただ、これらの目標は相互に独立性が強いとはいえ、場合によってはトレードオフ関係が現実に問

題になることもある（例えば物価上昇率と失業率の間での短期フィリプス曲線で示されるトレードオ

フ関係が対処の難しい問題となることがある）。また、これら目標のうちどれを相対的に重視するか（ウ

エイトづけの問題）が難しい問題となる場合も少なくない。さらに、これらの目標は、上記のように

定量化が容易であるため比較的扱い易い反面、基本的に静態的かつ一時点における尺度という性格の

ものである点で限界があることに留意する必要がある。

　経済面に関することに限っても、実は上記以外にも重要な目標（評価基準）がいくつもある。例え

ば、革新（innovation）が促進されるような環境を維持、強化すること（制度整備）がその一例である。

これは定量化が容易でないが、動態的かつ長期的に重要な目標である。また、単に成長（ないし経済

発展）ではなく、持続性のある発展（sustainable development）こそが目標になる、とする国際社会

で広く支持されている近年の考え方がいまひとつの例である。持続可能な発展とは「将来世代のニー

ズを満たす能力を損なわないようなかたちで現在世代のニーズを満たす」という政策目標である。従

来の経済発展は、人間中心、しかも現世代を中心とする考え方であったが、それよりも対象および時

間的な視野を広げ、人間以外の生物に対する責任（環境倫理）や将来世代に対する責任をも考慮する

必要がある、という考え方である 31）。このように、政策目標はもともと多様であるだけでなく、と

くに最近は多次元にわたっており、またタイムスパンも多様になっている。このように複雑化した目

標に対して、総合政策学はどのような考え方で対応しうるであろうか。

（２）政策目標に関する新しい発想

　社会構成員が全体として合意できる政策目標（伝統的表現をすれば価値判断）は、一般的な条件の

もとでは論理的に設定不可能であるとされる（アローの不可能性定理 32））。しかし、総合政策学の最

大の特徴の一つは実践性（practicality）であり、論理審美性の追及は、それ自体望ましいと考えるも

のの、それが第一義的重要性を持つとは考えない。そこでは、政策目標について次のような理解がな

されうるといえる。

目標の動態性と多面性

　第一に、総合政策学に限ったことではないが、社会が達成すべき目標は、一時点におけるある状態

の達成というよりも、本質的に社会がどのような方向に向かって動きつつあるかという方向性にあ

31）「持続可能な発展」という用語は 1989年の OECDのブルントラント委員会報告書においてはじめて定義されたものであり、
経済、社会、環境の 3側面を対象の柱としている。ただ、持続可能性をどのように定量化するかは、難題であるが重要な検討課
題であり、現在も研究が続いている。定量化の試みについては OECD（2004）を参照。
32）社会にとって様々な状況が選択肢として与えられている場合、その社会を構成する個々人の選好順位をもとにして社会とし
ての選好順位を決定する手続き（規則）は、一定の一般的条件（個人の選好は全くバラバラに存在するなど）のもとでは論理的
にはあり得ない、という命題。アロー（K. Arrow）が 1951年に証明した。社会的厚生関数の存在不可能性ともいわれる。
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る、と考える方が長期的にはより適切である。したがって、社会目標自体あるいは社会プログラムの

達成度合も、単に一時点で静態的に評価されるべきものではなく、通時的に動態的に評価される必要

がある。つまり、上記の幾つかの伝統的目標（効率性、安定性、公平性）もさることながら、一般的

にいえば革新性（革新が生じる環境の維持）、持続可能性（現世代だけでなく将来世代をも含めた考慮）

といった、通時性と多面性を持つ状況をより重視することが望ましい。

　こうした考え方のもとで近年、途上国の開発に関しては、単に経済的厚生の改善を目標とするの

ではなく、人間の潜在能力（capabilities）の向上という目標が一層重視されている 33）。この目標は、

個人の自由を達成すること（政治的自由、経済的自由、社会的機会の存在、透明性保証、安全確保）

によって達成されるものであり、したがって従来の経済面中心の開発目標よりも一層高次の価値を目

指すものである（富や収入といった経済的繁栄はその手段として位置づけられているに過ぎない）、

とされている。この場合も、目標は静態的というよりもむしろ動態的要素を多分に含んでおり、また

多面性を持つものである。

　さらに、価値観は不変なものではなく、社会の様々な要因に反応して変化するものであることを認

識する必要がある 34）。変化をもたらす要因は、例えば、豊かさの増大（自己実現や生活の質的向上

重視等）、教育水準、家族制度、技術（医学・情報技術等）など数多い。こうした状況を前提にすれば、

事前的に固定的な価値観をもとに社会プログラムやその結果を評価すれば、かえって社会による実体

的評価と齟齬をきたす懸念があり、したがって動態的なプロセスを通じて評価を生みだしていくのが

望ましいといえよう。

　以上みた状況はいずれも、当然ながら厳密に定義することや定量化が困難である。しかし、それだ

からといって目標として失格というわけではなく、むしろそれらを概念的かつ定量的に追及していこ

うとする積極的姿勢こそ大きな意味を持つことになる、といえよう。総合政策学が追及する目標もこ

うした動態的かつ多面的な性質を持つと考えることができる。

実現プロセスに大きな意義

　第二に、上記第一の点から派生することであるが、総合政策学では、ある一定の最終状態の達成よ

りもむしろそれを実現するプロセス自体に大きな意味と価値があり、それが最終的価値をも左右する、

という見方に立つ。それには二つの理由がある。

　一つは、社会プログラムの実施は、必然的に多くの関係者（ステークホルダー）の相互作用を伴う

ので、その過程で情報の共有が進むとともに、相互理解の促進、価値観の共有化、合意形成が期待で

きる、あるいは交渉、妥協、そして利害調整が促進されるからである（政策形成過程における価値判

断収斂の可能性）。つまり、政治過程、討論と妥協、世論の形成など各種の社会過程を通じて、民主

社会における個人の選好順位にかなりの一致がもたらされる、と期待できる。その結果、長期的には

説得性（persuasiveness）ないし説明可能性（アカウンタビリティ）を持つ論理ないし価値が生き残

33）ノーベル経済学賞を受賞した Sen（1999）の見解はその代表的なものである。
34）宮川（2002）。
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ることになる。そうして生成するものは、主観性を持つとはいえ相当程度客観性も持ち合わせてくる

ことになる。それが結局、当該社会の目標となりその社会の価値判断に転化する、と理解することが

できよう。その意味で、社会目標は普遍的かつ恒久不変のものというよりも、むしろ国や時代によっ

てかなり相対的な面を持つ、というのが総合政策学における考え方といえる。

　もう一つは、社会プログラムを実践する過程では、実践の累積によって最終的に何らかの慣行ない

し制度が生み出される（そのことが目標ともいえる）ので、そうしてもたらされる広義の制度が社会

の価値判断を反映したものとなる可能性が大きいからである。前述したように（2-2を参照）、制度

とは本質的に知恵ないしノーハウを定着させたものであり、また人間が行動するうえで不確実性を削

減するという機能を持つ。したがって、社会プログラムを実践する過程は、社会の価値評価を表出さ

せる過程であり、その価値を制度構築によって定着させることを意味する。総合政策学がプロセス自

体に大きな意味を見いだす理由はここにあり、また社会が求める価値観もそこから浮かび上がってく

るという認識がなされる。

価値判断自由の問題と総合政策学

　社会科学は価値判断から自由である必要性が大きい、という議論がマックス・ウエーバー以来わが

国でも従来からなされてきた。つまり事実はどうなのかという事実判断（factual judgement）と、ど

のようにあるべきかという価値判断（value judgement）は峻別すべきである、という主張である 35）。

伝統的なドイツ語表現をすれば、事実（Sein）と規範（Sollen）は別個のものであり、前者から後者

を引きだすことはできない一方、後者を経験的に証明することもできない、というわけである。

　しかし、この見方は二つの難点を含んでいる 36）。第一は、価値判断と事実判断をまったく無縁のも

のとするのは、まさに一つの独断にほかならないことである。価値判断は単なる感情ではなく理性と合

成されたものであり、その相互によって支持されるときに、正しいものとして主張できるようになる、

と考えるのが妥当である。つまり価値とは、経験的事実に対する認識が積み重ねられることによって形

成される事実判断の手がかり（尺度）であり、したがって歴史的に客観化され理性化されている面がある。

　第二は、ある政策（社会プログラム）がいかに最適なものであったとしても、その実現可能性が全

くなければ実際的意味はないので、有効な政策（社会プログラム）であるためには最適性と実現可能

性という 2つの側面からの判断が必要になることである 37）。つまり政策には、科学研究的な高い基

準が求められる一方、実践可能性の面からの評価（pragmatic evaluation）も必要であり、後者にと

っては必然的に価値判断が不可欠になる。総合政策学は、既述のとおり実践性が一つの特徴であり、

35）この主張は、価値判断排除、没価値性、価値自由性、価値からの自由、などとよばれ、特定の思想や政策を科学の名におい
て主張したりすることを警告するものであった。最も古い時期のものとしては、福武（1949）がある。
36）以下の議論は加藤・中村（1994、第 2章）に依存するところが大きい。
37）学界出身で経済政策担当閣僚になった竹中平蔵氏（もと慶應義塾大学総合政策学部教授）は「どんな公共政策も政治的プロ
セスを経ることによってしか実現できない。実現可能性がない政策（実現させるための政治プロセスへの配慮を欠いた政策）は
それがどんなに見事なものであっても実際的意味がない」と喝破している（日本金融学会秋季大会記念講演「わが国の金融行政
の現状と課題」2004年 9月 11日）。
38）社会科学が究極的に社会問題の解決を目指す以上、その研究者にとっては結局何らかの価値判断が前提とならざるを得ない
（したがって価値前提を明示することが必要である）。このことは古くから例えばミュルダール（1971）によって指摘されており、
現代の政策論（例えば Acocella 1998、p.17）でも継承されている。
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このため研究者自身が社会プログラムの実施において一人の当事者として関与する場合も少なくなく

（当事者性）、あるいはそうしたコミットメントが求められている面もある 38）。換言すれば、総合政

策学においては、主体と客体が互いに呼応して変化する中で問題を発見し、解決し、デザインする「行

動の知」を追及することにその核心がある（加藤 1992）、ともいえる。このため、総合政策学では価

値判断からの自由は本質的に成立せず、それがコミットメントによって代替されている面があるとも

いえる。換言すれば、総合政策学はサイエンス（科学）という面とアート（技芸）という面の二つを

併せ持っており、その点に従来の社会科学とは異なる新しさがある、といえるだろう。

3．総合政策学の手法 （1）：三側面の統合

　以上で総合政策学の基本概念を説明したが、結局それは従来の意味における一つの学問分野（ディ

シプリン）であると位置づけるよりも、むしろ社会科学における一つの新しい方法論（methodology）

と理解する方が実体に合致している。現に、総合政策学の特徴はその手法に集約され、それは「三側

面を統合する（総合する）アプローチ」である、と理解することもできる。本節では、そのうちの二

つの側面を中心に解説する（第三の側面は次節で扱う）。

3-1　三側面の統合

　総合政策学における三側面の統合とは（1）メソッドの統合（各種研究方法の総合的利用）、（2）

アクターの統合（研究者を含む多様な関係者の包含）、そして（3）プロセスの統合（対応過程の全体

的把握）、を意味している。これが総合政策学の手法面における大きな特徴である。

　このうち（1）は、各種学問分野の総合的な利用、および各種研究手法の総合的な利用、の両方を

意味している。これらはやや立ち入って説明する必要があるので次節に回し、ここでは（2）および（3）

を解説しよう。

3-2　多様な主体（アクター）の統合

　総合政策学が対象とする社会プログラムの遂行においては、公共政策の場合（政策運営主体は政府

であり比較的単純）とは異なり、様々に異なる立場や利害を持った複数の人々ないし組織が関与する

のが特徴である。これはアクターの統合（integration of actors）といえる。つまり、単に研究者だけ

でなく、実務家、市民、政府関係者など研究者以外の非均質的な参加者がこの活動において関与する

ことが多い。そしてそれら参加者相互間でのインターアクションが研究の遂行、施策の立案と実施、

結果の評価等にとっていずれも重要性を持つ。したがって、これは関係者の水平的統合といってもよ

かろう。

　このため、そうした関与主体を全体として（つまり総合的に）把握し、そのプロセスと結末を研究

することが総合政策学の中心課題になる。つまり、総合政策学では、集団的な政策形成過程の研究が

一つの核心に位置している。したがって、関連する学問分野としては、コミュニケーション論、合意
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形成のメカニズム、交渉力学、政策立案組織、行政などがあり、この面からの研究が一つの中心的位

置を占めることになる。一方、現代の社会を理解する場合には、単に政府と民間部門という二分法モ

デルによるのではなく、これに NPO/NGOを加えた 3種の構成主体をモデルとして理解すること（い

わば三分法による理解）の必要性が大きくなっている（1-2（1）を参照）。アクターの統合という場

合には、こうした新しい視点も含んでいる。なお、これら主体の構造的および行動的な特徴はすでに

説明したとおりである（前章の岡部 2005、2-3を参照）。

3-3　問題解決過程（プロセス）の統合

　総合政策学では、問題の発見、その性質の解析、施策の構想、実行可能性の検討、提言、交渉、実

施、評価、制度化、概念の洗練、という一連の時系列的プロセスを重視する。これはプロセスの統合

（integration of processes）といえる。これが、統合ということの二つ目の意味である。それを図式的

に示せば、図１のとおり、（1）問題発見、（2）仕組みの提案、（3）実験試行と評価、そして（4）制

度化および普及、という大きな 4つの段階にわけて理解できる。つまり総合政策学は、単に社会問題

を発見してその性質を詳細に分析するだけでなく、政策提案、実施、評価、制度化、そして一般化と

いう過程を全体として（総合的に）対象とするとともに、それを一貫した有機的に関連した過程とし

て扱う点で社会科学一般と異なっている。つまり総合政策学は、問題を解決するうえで必要となる一

連のプロセス全体を対象とする研究方法であり、その性格面に注目して端的に表現すれば「問題発見・

解決」の社会科学といえる。こうした一連のプロセスが循環的、反復的になされることによって、問

題解決に関する学問的側面（一般性の抽出ないし問題解決方法の普遍化）での成果も挙がってくるこ

とになる。

　こうした一連のプロセス成立を可能とするには、問題発見を可能とする感性（senseないし

sensitivity）、定性的および定量的分析手法、各種社会科学の概念やモデルによる概念的分析、構想力、

交渉手法、行政的知識などが欠かせない。ものごとの本質を的確に理解するうえでは「概念化」が必

要となる場合が少なくないが、その場合、概念化を映像や音楽などによって行うことも不可能ではな

いものの、それは基本的にことばの助けによってなされるものであり、言語によってはじめて正確な

概念化が可能になる。このため総合政策学では、言語の研究も一つの重要な要素になる。

　つまり、総合政策学をプロセスの統合として理解する場合にも、このように多数の学問領域を必要

とするわけであり、その点で次節で述べるメソッドの統合（各種研究方法の総合的利用）と裏腹の関

図 1　社会プログラム実施におけるプロセスの統合
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係にあるといえる。

4．総合政策学の手法 （2）：学問領域および研究手法の統合
　総合政策学とは、従来の学問的成果を「総合する」ものである、あるいは「知の再編成」である、

という表現がなされることがある。しかし「総合する」あるいは「再編する」とは具体的にどういう

ことを意味するのか。また、従来の個別学問領域（academic discipline）と総合政策学はどのような

関係にあるのか。これらの問題は、これまで頻繁に議論されてきたものの、一般には依然として理解

が混乱したままであるように思われる。ここでは、総合政策学を特徴づける 3つの「統合」の一つ

であるメソッドの統合（各種研究方法の総合的利用）という観点から、この問題を新しい枠組みを導

入して整理することにしたい。以下 4-1では、各種学問領域の統合的利用の意味を解説し、4-2では、

研究手法の統合の意味を明らかにし、4-3ではその一面を具体的に述べる。

4-1　総合政策学の構造：各学問領域のモジュール的集合

　人間社会の事象をとらえる（問題を理解し必要な対応方法を知ろうとする）うえでは、いくつかの

学問領域を「総合的に」活用してそれに取り組む必要があることは間違いない。そうした学問領域と

しては、政治学、経済学、法律学、心理学、文化人類学、社会学、統計学、経営学、組織論、公共政

策論、言語学、歴史研究、地域研究、国際関係論、など数多くある。確かに、世の中の事象ないし現

場自体に学問領域が設定されているわけではない。したがって、ある学問領域の視点から事象を理解

し、そうした複数の理解を重ね合わせることによって事象の本質が一層的確に理解できることになる。

これは、ある時点において展望の視野を多様化するという意味での総合であり、多分野的（multi-

disciplinary）接近ということができる。

　この場合に重要なのは、総合的に活用するといっても、それは従来の学問領域をあたかもルツボに

入れて混合することによってひとつの新しい社会科学を構築する、ということを意味するものではな

いことである。総合政策学は、そうしたことを主張するほど知的に傲慢なものではない、と筆者は考

えている。諸科学を統合することは、言うは易く行うが難しである。このことは、既存の多くの学問

領域の内部においてさえそうした発想は従来ほとんど満足な統合成果を挙げていないことをみても明

らかであろう。では、どのような意味で「総合」なのか。それは、近年展開されつつある「モジュール」

という概念 39）を利用して、総合政策学を諸科学のモジュール的集合と理解することによって解ける。

（１）モジュールという概念

　大規模な機械や装置は、その機能や構造のすべてを一度に一人の人間が理解して設計・構築するこ

とは事実上不可能である。そこで、高度な機能を持つ部品を制作し、それらを組み合わせることによ

って大規模な機械や装置を構成する方法が採られる。モジュールとは、このような場合の大規模シス

39）以下の「モジュール化」概念の理解はもっぱら Baldwin and Clark (2000) に依拠しており、それを総合政策学と個別学問領
域の関係に応用したものである。
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テムの一構成要素（部品）、あるいは幾つかの論理をまとめた複合部品（高度の機能を持つ部品）の

ことである。このようなモジュール（module, modularity）ないしモジュール化（modularization）と

いう概念は、複雑なシステム（あるいはデザインないし工芸品）を構築しようとする場合、そこで必

要となる特定の仕事（task）を分割する手法を提供するものであり、多くの分野において利用価値が

高い概念であることが明らかになってきている 40）。モジュールは、次の二つを重要な性質として持つ。

　第一に、各モジュールは、その内部の構造は相互間で独立している一方、機能的には共同して一つ

の大きな働きをすることである。したがってシステム（構築物）全体としては、構造上の独立性、お

よび機能面での統一性、の両方の性質を併せ持つ一つのアーキテクチャ 41）になる。

　第二に、各モジュールは、その外部に対しては情報の隠し立て（information hiding：内部の情報をいち

いち外部には出さない）という対応をする一方、モジュール間のインターフェイス（接続装置）42）は一

定の共通様式として固定される（これは visible informationである）、という二つを同時に行うことである。

　ひとたびシステム（ないし大きな問題）がこのように分割されると、複雑性は一つのモジュールの

内部で処理することができる。つまり、システム全体からみれば、高度な機能を持つ部品をブラック

ボックスとして利用できる。一方、部品内部で創造された成果は、固定されたインターフェイスによ

ってシステム全体に連結できるようになる。システムをこのように設計するならば、大規模な機械や

装置（ここでは社会問題の理解）はそうしたモジュールの組立てによって全体を構成すること（解明

すること）ができる。そして解決手段も全体に対して有効に適用できるものになる。

　この場合に重要なのは、アーキテクト（モジュールの組合わせ設計者）は当初から完全な知識を持

っている必要が必ずしもないことである。なぜなら、細部の不具合、曖昧さは、統合化あるいはデザ

インの最終テスト段階で対応でき、そこで修正を加えることによって最終的に大きな構築物を作るこ

とができるからである。また、モジュール自体に不都合があれば別のモジュールと容易に交換可能で

あることも、モジュール対応の柔軟性を示すものである。つまりモジュール化においては、一方でイ

ンターフェイスを固定する（自由度を排除する）必要があるが、他方ではそれが柔軟性を高める結果

をもたらしている。なお、こうしたモジュール構造は、相互接続構造ないし連続構造といわれるもの

とは概念的に異なるものである。

（２）各学問領域のモジュール的集合としての総合政策学

　こうしたモジュール化の概念は、総合政策学における既存ディシプリンの役割にうまく適合できる。

すなわち、総合政策学にとっては、個別ディシプリン（既存の各種社会科学等）をモジュールと位置

づければよい。そうすれば、個別学問領域内での研究成果（隠された情報）の重要性を維持・利用で

40）典型的には、コンピュータのハードウエア、ソフトウエアの構築において適用されるが、その他にも組織の構成、政党の政
策綱領など応用範囲がきわめて広い。
41）アーキテクチャの一般的定義は、注 26を参照。ここではシステムを構成するうえでどのようなモジュールが必要か、各モ
ジュールの役割は何か、を示すものを意味する。
42）異なる機械同士、あるいは人間と機械の間（ここでは個別学問領域相互間）を媒介・接続する装置のこと。接触面。結局、
インターフェイスとは、相互作用する（相互に影響しあう）部品（モジュール）間で起こりうる対立・衝突・矛盾・葛藤を解決
するために事前に確立させる一つの対処方法・扱い方・方式であり、いわばモジュール間における条約のようなものと考えるこ
とができる。これは事前に設定されておく必要があり、また関係筋はそれを共通の情報セットとして承知しておく必要がある。
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きる。一方、「政策含意の導出」（design of strategy or public policy）を「固定されたインターフェイス」（見

える情報）とみなせばよい。そうすれば、総合政策学は「現代社会問題の解明と解決に対する諸科学

のモジュール的集合」という構造をもつ研究手法である（modularized disciplinary approach）と認識で

きる。この場合のインターフェイス（固定化された接続面）は、政府による公共政策（public policy）、

または民間主体の戦略・行動計画・方策（private strategy）などであり、いずれの分野の分析であっても、

このいずれかを結論として持つことが要請されることを意味している。逆に言えば、既存ディシプリ

ンは、この二つを満たす社会科学的研究であれば、総合政策学の母体構成要素になりうる。

　従来の社会科学は、ディシプリン内での情報の隠し立て（いわゆるタコ壺化）が顕著になっており、

それを大きな問題の解決につなぐ（インターフェイス）という意識が希薄であった。総合政策学を以

上のように理解すれば、それはインターフェイスとして「政策」43）あるいは組織一般の「戦略ない

し戦術」44）を掲げることによって、より大きなそして複雑な問題を解決してゆこうとする研究方法

である、と理解することができる 45）。

図 2　各種学問領域のモジュール集合体としての総合政策学

　このようなモジュールの考え方は、おもちゃの「レゴ」ブロックの例に即して直感的に理解できる

（図 2を参照）。すなわち、単一ブロック（モジュール）の色、形状、サイズはバラバラなものでよい。

しかし、どのようなブロックの場合でも、そのインターフェイスは他のブロックと接続可能な事前に

設定された形状のものにしておく必要がある。このように部品を設計しておけば、最終作品（アーキ

テクチャ）としては、図にあるとおり、その形態、サイズ、複雑さ、色どりなど多様なものを自由に

作り出すことができる。これを用いた作品（システム）には、図にあるような動物のほか、乗り物、

大きな建造物（例えばエッフェル塔の模型）など色々なものを作りだすことができる。ここで重要な

43）政策とは、通常、公共的目的のために政府等が採る方針ないし行動、つまり公共政策を意味している。
44）戦略および戦術の意義は、前章（岡部 2005）注 27を参照。
45）近年、情報通信技術（IT）とその関連産業が驚異的な発展をしている大きな原因は、情報処理のモジュール化にある（池田
2004、2005）。このことから推しても、研究面でのモジュール化（総合政策学）は大きな潜在力を秘めている。
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のは、作品の姿（大きな研究テーマ）を事前に大きなイメージとして適切に描いておくことである。

そうした図面作りをしておけば、それを作り出す作業手順は相当自由たりうることである。

　総合政策学に引き直していえば、大きな研究テーマ（作品像）を設定する構想力がまず肝要であり、

それが研究全体の成否を左右するのかもしれない。また、明確なアーキテクチャを完成させるうえで

必要となる部品を新規に作り出すこと（新しいディシプリン創造）46）、あるいは部品の組合せ順序や

組立てに新しい方法を工夫して複雑な問題への対処を工夫すること（新しい調査方法開発）も大きな

意味を持つことになろう。

　総合政策学をこのようにモジュール構造をもつシステムとして理解すれば、新しいモジュール（部

品）の創造や新しいモジュール組立方式の導入は可能であり、そして望ましいことである。それによ

って従来見えなかった問題がみえてきたり（後出図 3とその説明を参照）、あるいは既存の問題が全

く異なった性質をもつ問題として認識されたり、さらには解決方法に一挙に接近できたりすることが

可能になることが期待できよう 47）。ここで留意すべきは、モジュールの組み合わせ過程は、静態的

なものでなく本質的に緊張を伴うものであり、それであるからこそ新しい視点や新しい解決方法が編

み出されうる点である。こうしたモジュール的理解は「インターディシプリナリ」アプローチ 48）あ

るいは「トランスディシプリナリ」アプローチ 49）とも異なる発想といえよう。

（３）モジュール化の利点

　総合政策学の学術構造を以上のようなモジュール構造として捉えると、そこには三つの大きな利点

があることが理解できる。

　第一は「専門化の利益」である。モジュール化は、複雑性を小さい単位に切り分けることによって

複雑な問題への対処を従来以上に可能にする。つまり作業の中心は各モジュール内でなされる。この

結果、分割されたディシプリン相互の間での相互作用を質および量の両面から削減することによって、

より深い分析を可能にする。それに伴い、全体テーマの研究成果の最終的な質の向上が可能になる。

　第二は「時間的同時進行の利益」である。モジュール化は、大きなデザインの各部分の作業を時間

的に同時進行で行うことを可能にする。

　そして第三には「不確実性対応の利益」がある。モジュール化は、システム全体が持つ不確実性を

サブセット（モジュール）の中で対応することを可能にする。したがって、全体テーマ（アーキテク

ト）の観点、および当該モジュール以外の観点からみれば、不確実性は各モジュールのなかに取り込

まれているのでわずらう必要がないからである。この結果、各モジュール内では固定されたインター

フェイスを意識するだけでよく、不要な知的資源投入を回避でき必要な研究活動に専念できる。

46）本書第 8章（深谷 2005）に記載された研究はその一つの試みである。
47）例えば、ジグソーパズルにおいて決定的に重要な一つのピースがうまくはめ込めたことにより絵のイメージが急に明確化す
る、あるいは幾何学の証明問題で決定的に重要な補助線が発見できて証明が完成する、ということに類似している。
48）個別ディシプリンの範囲を超えて統一された専門用語や共通の方法論を明確に形成する行き方。前記の相互接続構造に該当
する。
49）個別学問領域を超越した接近方法。頻繁に引用される Gibbons et al. (1994)においてはこれが主張されているが、どのよう
に「超越」するのかは必ずしも明確でない。
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　ここで留意しておくべき点を一つ指摘しておこう。それは、総合政策学とは従来の各種社会科

学をルツボにいれて溶解して社会問題ないし政策課題全体が扱えるような新たな大理論（a grand 

theory）、あるいは全てを包含するメタ理論（all-encompassing meta-theory）を構築することである、

ないしその方向を指向すべきである、という見解についてである。こうした野心的な意見が色々な機

会に表明されるものの、われわれは（少なくとも筆者は）それが可能である、ないし望ましいとする

見解は採らない。上記のような意味での新しいモジュールないしモジュール組立て方法の創造、ある

いは新しいアーキテクチャの創造は必要かつ望ましいと考えるが、一部論者が主張するような大理論

の構築を標榜することは無謀あるいは無責任のそしりを免れないのではないだろうか。

　総合政策学は、すでに述べたように現場を重視する（フィールドワークはその一形態である）。な

ぜなら、まず重要な情報は基本的に現場にしかないからである。また、解決すべき問題は問題として

そこに存在しているだけであり、学問分野が分割されてそこに存在するわけでないので、現場を重視

することによってはじめてそこで各学問分野の統合（integration）が可能になるからである。他方、

総合政策学では、従来の各学問分野の成果ないしその専門性を決して無視するのでないことは、上記

の説明から明らかであろう。総合政策学の研究者にとって専門性は必要であり、それを研究者個人と

してあるいは研究者集団として統合して活用することによって意味のある社会プログラムに取り組め

ることになる。したがって、総合政策学の教育においても、既存の学問領域の学習とその視点からの

理解は、不可欠のステップの一つであるといえる。

4-2　三つの研究手法の統合（１）：帰納・演繹・推論

　以上みたような「学問分野の統合」とともに、総合政策学では「研究手法の統合」も指向している。

これがメソッドの統合という場合の二つ目の意味である。社会における各種の問題ないし課題を発見

し、それを解決するには、その問題なり課題を深いところから本質的に、そして論理的な理解をする

ことがすべての出発点になる。ここでは、論理を展開する場合の 3つの代表的方法である帰納的方法

（induction）、演繹的方法（deduction）、螺旋的論理展開方法（abduction）を説明し 50）、総合政策学では、

これら三手法の統合を指向していることを述べる。

（１）帰納的方法

　帰納的方法とは、いくつかの具体的事実あるいは現実のデータをもとにして、それらに共通する法

則性ないし一般的命題を導き出す研究方法である。特殊（の累積）から一般を推論することであり、

したがって経験主義の方法といえる。これは、社会科学における最も基本的な行き方であり、各種の

実証研究がここに含まれる。

　そのもとになるのは、観察、実験、試行など個々の具体的なことがらや各種の定量的・定性的デー

タである。したがって、フィールドワーク（現地調査）はその一つの重要な手段になる。一方、各種

50）社会現象を理解するうえで一般的には（英語では語呂合わせもあって）これら 3つの方法が挙げられることが多い。科学的
認識は、これら 3段階をスパイラルにたどることで真理が探求されるとされる。例えば、野中・紺野（2003）。
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データの統計的解析は、きわめて強力な帰納的方法として活用できる。近年、統計手法の高度化、精

緻化が著しく進展している。一方、コンピュータ能力の飛躍的向上と統計解析ソフトウエアの利用簡

便化が相まって、誰でも簡単に高度な統計的分析が可能になっている。統計分析をもとに各種の社会

現象を定量的根拠を伴って理解することはきわめて魅力的であり、また主張も説得的なものとなる。

何も総合政策学に限らず、この利便性を十分活用すべきであることは論を俟たない。ただ、各種統計（と

くに数量データ）の解析が簡便化し誰でも簡単に高度な統計学的処理が可能になっているため、とも

すればその作業の本来的意味と限界を十分に意識せず、不適切な結論を導くケースも少なくないよう

にうかがわれる。ここでは、そのうち比較的一般的な二つの留意点について言及しておきたい。

　一つは、相関関係（correlation）と因果関係（causality）は同一のことではないので、両者を区

別して扱わなければならないことである。ある事項（変数）と別の事項（変数）の間に相関関係

（correlation）がみられることが多い。しかし、統計的に相関関係があることが示されていても、そ

れをもって因果関係にある（一つの要因が原因となってもう一つの要因が結果として生じている）と

は必ずしもいえない。例えば、日本の人口に占める高齢者（65歳以上）の比率と円相場（円 /ドル）

のここ 20年間における相関計数を計算すると、明らかに大きな相関関係が認められる 51）。しかし、

このことをもって「高齢化→円高化」という因果関係があると結論づけることができないのは明らか

である。見せかけの関係か、それとも真の因果関係か（相関関係と因果関係の非同一性）は常に意識

して識別する必要がある。それに関して適切な判断を行うには、それにふさわしい統計的手法 52）の

適用を検討するとか、理論的な考察も併せて行う、などの対応が必要である。

　いま一つの注意点は、統計分析（回帰分析）における計測式の統計的有意性（statistical 

significance）と社会科学的有意性（social-scientific significance）は同一のことではないので、両者

を区別しなければならないことである。やや技術的なことではあるが、計量分析において中心的手法

となっている回帰方程式（ある被説明変数を幾つかの説明変数によって説明することを意図した方

程式）の計測においては、たいていの場合、説明変数のパラメター（推計係数）の符号（正負）と

その統計的有意性（t 統計量の大小）のみに議論が集中しており、係数値の大きさや計測式の社会科

学的意味に関する議論がないがしろにされていることが実際には相当多い（McCloskey and Ziliak, 

1996）。この傾向は、社会科学の研究一般について、そして国際的にみられることである（同）が、

実証分析を行う場合には本来の目的を常に意識することの重要性を喚起しているといえる。

（２）演繹的方法

　上記の帰納的方法とは逆に、普遍的命題から特殊命題を導きだすこと、あるいは一般性の高い枠組み

を用いることによって個別具体的なケースを説明する手法がある。これが演繹的研究方法である。論理

51）1984年 -2003年の 20年間について両統計（年次データ）の間の相関係数（-1と +1の間の値をとる）を計算すると -0.600
と相当大きな負の相関関係にあることがわかる。円相場はその値が小さくなると円高化を意味するので、相関係数がマイナスで
あることは高齢化が円高化と相関関係にあることを意味する。
52）例えばグレンジャー因果関係テストはそれを検定する手法の一つである。
53）「Aならば Bである。ＢならばＣである。したがって Aならば Cである。」という論理展開のこと。直接関係のなかった A
とＣがこのようにして論理的に結びつけられる点に特徴がある。
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学における三段論法 53）がその代表例である。社会科学に則していえば、理論を用いて現実（個別特殊

なことがら）を説明する方法、といえる。これは応用研究といえる。こうしたアプローチによって現実

の理解が深まることは明らかであろう。なお、これに対して、理論自体の構成を試みる研究、あるいは

理論相互間の脈絡付けを試みる研究は、ともに理論研究ということができる（以下の（4）で述べる）。

（３）螺旋的論理展開方法

　第三の方法は、上記の帰納的方法と演繹的方法を相互循環的に用いる方法であり、このため螺旋的論理

展開方法（アブダクション）ということができる 54）。例えば、ある現象を説明するために仮説を立て、そ

れが演繹的、帰納的に確認されるかどうかを問いただしていく、そしてその仮説が確認できなければ新た

な別仮説ないし発想で同様に進めてゆき、そうした過程を継続することによってある現象がうまく説明で

きる仮説（理論）を最終的に獲得する、というのがこの方法による一つの行き方である。より一般的には、

異質なもの同士を組み合わせて新たな知見を得る行き方も、この方法の一つとみなされることがある。

　この方法は、上記二つの方法とは対照的に動態的な方法であり、事象の背後にある因果関係やメカ

ニズムを把握することに適している。

　上記三つの方法はそれぞれ重要であるが、とくに螺旋的論理展開方法は、帰納・演繹の両者を含む

うえ、常に新しい発想を求める点で総合政策学が援用すべき手法といえる。そこで、なぜ総合政策学

において新しい発想が重要なのかを具体的にみてみよう。

（４）新しいコンテクストの発見

　総合政策学における重要な最初のステップは、従来の視点（メガネ）では見えない問題を前述した

独自の方法論をもちいて明確化することにある。そのためには、ことがらを新しいコンテクスト（脈

絡、ことがらの相互関係、意味を与えることができる環境）で評価する、あるいは新しい視点から見

る、という姿勢が大切になる。新しい視点（メガネあるいはコンテクスト）から見れば、従来見えな

かったものが見えてくる。あるいは、一見無関係と思われていたことがつながったものになる。

　このことを図 3によって確認しよう 55）。この図の中央には、縦に二つ曖昧な図形が描かれている（こ

の二つは全く同じ図形である）。ところが、これが上のような文字の文脈において観察されると文字（ア

ルファベットのＢ）として認識されるが、下のように数字が連なる文脈において観察されると数字（数

字の 13）として認識される。全く同じ図形でありながら、脈絡が異なれば、まったく異なるものと

して認識されるのは実に興味深いことである。

　一般的にいえば、予想（それが意識的なものであるか無意識的なものであるかを問わない）あるい

は観察者が持つ認識の枠組みは、対象事項がどのようなものとして認識されるかに大きな影響を与え

る。同一のことがらでも、どのようなコンテクスト（脈絡、前後関係）で理解するかによって全く異

54）この方法の日本語名称には、アブダクション、仮説推論、遡行推論などが当てられており一定しないが、本稿ではその内容
を明確に表現するため螺旋的論理展開方法ということにしたい。
55）この図は、カーネマン教授（プリンストン大学）がノーベル経済学賞受賞講演（Kahneman 2003）で用いたものである。
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なったものとして認識されるわけである。これを、認識における文脈効果あるいは文脈依存性（context 

dependency）とよんでおこう。

　その一例として、人口高齢化の問題を採り上げてみよう。通常議論されるのは、高齢化に伴って年金

支給額が累増するので、政府の年金収支が破綻する、あるいは若年労働者に対して不公平かつ過重な負

担を強いる（彼らは年金保険支払総額を生涯取り戻せない）など「問題」ばかりであるかような印象を

受ける。しかし、これとは別の視点に立てば、高齢者は人生経験が豊かで一般に良い判断力を備えており、

また高い技能を持つという「社会的資源」の観点（コンテクスト）から同一の実体を理解することも可

能である。後者の視点を採れば、高齢化社会は、子供や若年層が比較的多い社会よりも「豊かな」社会

であり、したがってその豊かさをどう活用するかという、いわば贅沢な政策課題が表に出ることになる。

　総合政策学では「問題発見」が重要であるが、それは存在する現実をどのような新しいコンテクスト

で理解するかという新視点提供力と一体化している。したがって、新しいコンテクストを準備する力量

が、総合政策学の研究者の資格要件の一つになる。新しいコンテクストを適用することによって問題を

問題として浮かび上がらせるだけでなく、問題解決にとって最も適切な処方せんを得るためにも新しい

コンテクストを創出する必要がある。総合政策学においては、コンテクストを作り出す力を養成するこ

とが重要である。それのための方法として、一つは直感を磨くことにあるが、直感をより鋭敏かつ的確

なものとするうえでは幅広い素養と感性を身に付けることが欠かせない。したがって、総合政策学の教

育においては、単に各種の社会科学や技法だけでなく人文学的素養や美的感覚の涵養も不可欠である。

4-3　三つの研究手法の統合（２）：スリー「ワーク」アプローチ

　総合政策学における「研究手法の統合」を特徴づける場合、近年われわれは「スリー“ワーク”ア

プローチ」という表現をすることがある。それは、内容的に前節における整理と多少重複する面をも

つが、ここではこの表現で表わされる視点から整理してみる。

　総合政策学を推進する場合には、できるだけ多様な研究手段を利用すべきであると考える。その

図 3　認識における文脈効果

（出所）Kahneman（2003）第４図。

56）これは、幾分語呂合わせを伴っている！
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場合、とくに重要なのはフィールドワーク（field work）、ネットワーク（network）、フレームワー

ク（framework）の 3種の「ワーク」である、というのがスリー“ワーク”アプローチ（three “work” 

approach）の意味である 56）。

フィールドワーク、ネットワーク、フレームワーク

　まずフィールドワークとは、実地調査である。本源的情報は現場にある（現場にしかない）以上、

実地調査を重視する必要性が大きい。これは、すでに繰り返し述べた通り現場主義の思想といえる。

現場情報ないし個別（ミクロ）的観察事実には、当然多くのノイズ（意味の乏しい情報）が含まれるが、

状況を理解するための要点が集中的にそして拡大して示されている可能性も大きい。このため、フィ

ールドワークは状況理解と研究にとって欠かせない。また、実現可能性の高い社会プログラムを策定

し、実施するうえでもそれは貴重な情報を与える 57）。

　つぎにネットワークは、物理的ネットワークを指す。それにはインターネット、そして人的ネットワークが

含まれる。インターネットは情報の検索、研究者間の通信など研究の推進にとっていかに重要かは自明であろう。

また、研究や社会プログラムの推進において人的ネットワークの果たす役割の重要性も説明を要しまい。

　そしてフレームワークは、ものごとを理解する枠組みである。理論あるいはモデルといってもよい。

総合政策学が単なる調査ではなく研究・学問である以上、社会問題に対して一定の枠組みをもった理

解、ないし理解のための新しい枠組みの構築が要請される。そうした枠組みは、従来の各種学問分野

の成果を十分に利用できるし、またそうすべきである（この点はすでに 4-1で詳細に論じた）。そし

て必要に応じて新しい枠組みを構築するのが望ましい。その場合、モデル（model）を用いた理解が

重要であることをここでは強調しておきたい。

　モデルとは、第一義的には実物の模型、ひな形、縮図などを意味するが、研究という文脈では、直

接把握しにくい事象を図式化して表わす模型のこと（構造の表現）である。モデルには、数学的に表

現されるモデル、概念の組合わせによって表現されるモデル、記号で表現されるモデルなどの種類が

ある。いずれの場合でも、本質的要素を取りだして、ものごとの仕組み、働き、メカニズムを明らか

にすることが意図されている。総合政策学では、扱う対象や関与するアクターが多様かつ複雑である

だけに、モデル化して思考することがとりわけ重要である。そうした理解がしっかりしていなければ、

施策の策定や実践において効果的な結果を得ることは期待できない。

　なお、近年、社会でみられる多くの現象を戦略的状況として理解し、ゲーム理論を応用する「モデル」化

が隆盛をきわめている。確かに、これによって新たな理解が可能になることも少なくないが、それはあくま

で一つの理解の仕方であり、そうしたモデル化による理解には限界があることにも留意が必要である 58）。

57）とりわけヒューマンセキュリティの研究では、本書第４章（梅垣 2005）で述べられているとおり、こうした意味において
フィールドワークが重要となる。
58）ゲーム理論は基本的に個人の自己利益最大化を行動前提として組み立てられている。このため、総合政策学において重視す
る意思決定に際しての他者とのコミュニケーションの役割、あるいは制度の本質的機能などが現在のところなお十分に照射され
ているとはいえないように思われる。こうした留意すべき点の詳細は竹田 (2004)を参照。また、最近応用が拡大しているイン
センティブ理論についても、これと類似した特徴と問題がある。
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5．総合政策学の位置づけと今後の課題

（１）総合政策学の位置づけ

　以上、総合政策学の姿を様々な観点から述べたが、それをより高い視点から従来の社会科学一般と

対比すると、表 2のようにまとめることができる。

　まず、研究の動機をみると、従来の社会科学は一般に学術的な真理追究にあるのに対して、総合政

策学は社会における問題ないし課題の発見とその解決にある。

　このため総合政策学の場合、研究への参加者は、狭義の研究者にとどまらず、国内外の政府・企業・

NPO/NGO・国際機関・市民グループなど多様なアクターが参画すること（非均質的であること）が

特徴である。その意味で開放的な構造をもつ。したがって、研究の態様も、研究者同士のほか多様な

参加者間のコラボレーションが重要になり、知識生産の拠点は研究施設外にも分散する場合が多い。

　総合政策学のいま一つの特徴は実践性である。つまり研究プロセスとして社会的実践を一つの重要

かつ不可欠の要素として含んでおり、実践との緊密な相互作用によって研究の発展・深化が可能にな

るとともに、実践の効果を増強することが可能になる、と考える。従来の社会科学ではデタッチメン

ト（距離を置いて見ること）が基本であり、政策提言が最終的結論として述べられるに止まる（それ

が無いケースも少なくない）のに対して、総合政策学では施策を提言するだけでなく、参加（コミッ

トメント）あるいは関与を通して問題解決に向かって協働することが特徴的である。

　総合政策学における研究手段としては、物理的ネットワーク（インターネット・人的ネットワーク）、

フィールドワーク（実地調査、現場主義）、フレームワーク（新概念の構築等）がいずれも同等の重

要性を持つ（スリー「ワーク」アプローチ）。とくにインターネットは、研究の手段としてフルに活

用されるだけでなく、その発達がもたらす広範な社会的インパクトが総合政策学の主な研究対象にな

っているのが特徴的である。ただ、総合政策学が単なる実体調査にとどまらず、研究・学問である以

上、従来の科学的営為と同様、一定の枠組みをもった理解ないし新しい枠組みの構築が要請されるこ

と（フレームワークの重視）もここで強調しておく必要がある。

　また、総合政策学では問題解決が出発点であり、問題の性質を解明するうえで必要な研究分野・手

法を選択的に活用する、という発想を基本としているので、問題主導的接近（issue-driven approach）

といえる。これが基本的動機であり、研究活動全ての出発点である。他の特徴はすべてこれから導

かれることがらともいえる。これに対して、従来の社会科学は手法主導的接近（method-driven or 

discipline-driven approach）と理解できよう。

　従来明確に指摘されることが少なかった点であるが、研究成果の評価についていえば、総合政策学

では必然的に多次元的なものとなる。従来の学問分野の場合、その成果は査読付き専門誌（ジャーナ

ル）に何編の論文が掲載されたかで評価される場合が多く、したがって数字の大小で表現できるので

比較的客観的かつ単純である。これに対して総合政策学では、分析のほか、活動、実践、プロセスの

進行といった一連の活動自体にも大きな意味がある（理論的エレガンスだけを直接目標にするわけで

はない）ので、単に論文の数で評価することは馴染まず、その評価基準は、分析のほか、問題解決に
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表 2　総合政策学の基本的性格と特徴
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とっての施策の有効性、実現可能性、効率性、一般性等も含まれるといえよう。

（２）今後の課題

　以上みたように、総合政策学ではその手法、対象領域、関与主体等が多様であり、このためその学

問としての全体的な性格を単純化することは本質的に難しい。ただ、一方で社会問題の解決にとって

このような接近方法の有効性が多くの事例から確証されるとともにその有効性を一層高めること、そ

して他方でこれが社会科学の一分野として学問的に次第に洗練されてゆくこと、が強く期待される。

ここでは、そのための大きな課題を幾つか指摘しておきたい。

ガバナンス成立と制度生成に関する研究

　第一に、多様な主体間でのガバナンス成立と制度生成に関する研究を深化させることが大きな研究

課題といえる。民間営利主体に焦点を当てたガバナンス研究は、価格メカニズムの研究（市場均衡の

存在・安定性・最適性等）にほかならず、これは歴史が古い。しかし、NPO（非営利組織）あるい

はより一般的に政府以外の組織（non-state institutions）に関しては、その行動原理をはじめ、行動成

果やその評価など、基礎的な諸側面に関する研究がやっと出始めた程度であり 59）、今後理論的にも

実証的にも解明されるべき課題は多い。また、民間営利主体と NPOの両方を考慮した場合、法律や

政府によらないガバナンスが果たしてどのように発生するのか（自生的ガバナンス、self-enforcing 

governance）に関する研究も、重要かつ興味深い分野といえる。さらに、これに政府部門を加えた一

般的な場合にはどのようなメカニズムでガバナンスが成立すると考えられるのか。その一般論の構築

は難題であろうが、政治経済学的あるいはゲーム理論的な接近が可能かもしれない。

　それらの理論的理解においては、おそらく従来の単純化された尺度ないし行動基準（価格、自己利

益、インセンティブ等）だけでなく、それ以外の各種要素（例えば信頼性、名声、対話、交渉等）が

大きな役割を持つことが予想される。それだけに理論化が困難であるが、逆にいえば挑戦しがいのあ

る課題といえよう。総合政策学が端的にはガバナンスの研究である以上、これらの大きな研究課題も

射程に入れておく必要があろう。

　また、そうしたガバナンスの成立は、直接あるいは間接的にどのような慣行や制度を生みだす可能

性があるだろうか。そのメカニズムや生成する制度の性質については、筆者の知見による限りまだ研

究がほとんどなく、大半のことがらは今後の研究課題として残されているように見受けられる。

公共部門の機能と組織についての再検討

　第二に、中央政府など公共部門の機能とその組織のあり方について再検討が必要である。公共政策

は、情報環境の変化等にともない、もはや伝統的な政治学的あるいは行政学的な発想による理解には

大きな限界があり、また政策手法も変革が迫られている 60）。したがって（1）NPOの役割増大を含

59）第１章（岡部 2005、2-3）を参照。
60）第１章（岡部 2005、3節）を参照。



34

めたあたらしい環境における公共政策の役割を明確化すること、（2）公共部門の情報収集、政策決定

の仕組み、政策効果の評価方法などに関して、政府、民間営利セクター（動機整合的行動）、民間非

営利セクターの相互依存関係を前提にして行政組織を再設計すること、などが研究課題であろう。

社会プログラムの成果評価指標の開発

　第三に、社会問題の解決が公共政策だけによって満足になされるとはいえず「社会プログラム」の

実施によってなされる必要が大きくなっている以上、社会プログラムの成果をどの時点で、誰が、ど

のように評価するか、が当然大きな課題となる。そうした評価に際しては、単に静態的な評価指標に

よるのではなく動態的尺度が必要であること、評価基準（価値尺度）は社会プログラムが構成されて

ゆく過程で収斂して浮かび上がる可能性が大きいこと、などを本文で指摘した（2-3を参照）。しかし、

それを満たすものとしてどのような一般性のある指標がありうるか（例えば説得力とか説明力といっ

ても具体的には何か）、そうした指標は単数か複数か、そしてその定量的な把握は可能か否か、など

より具体的な提案が不可欠であり、このためこれらの評価指標の開発が求められる。

幅広い適用による有効性の検証

　第四に、総合政策学の手法を一層幅広い対象に適用することによって、手法の有効性を検証し確認

することが必要である。われわれがこれまでに実施したのは、もっぱらヒューマンセキュリティに関

する問題群の一部に対してだけである。しかし、総合政策学の手法は、現代社会を特徴づける様々な

問題に対して大きな有効性を発揮できるはずである（例えば IT革新に伴う各種の問題、環境問題等）。

そうした問題群への適用ないし実践が累積してゆけば、この手法の有効性は一層確固たるものとなる。

多くの研究者がこれに乗りだされんことをわれわれは強く期待している。

総合政策学会の設立

　第五に、上記のようにして有効性が確認される総合政策学を今後普及させること、そしてそのため

に総合政策学会を設立することが課題である。日本の大学において「総合政策学部」という学部名は

慶應義塾大学によって 1990年にはじめて導入され、それ以降急速に広がり現在では約 20前後の大

学にそれが見られる。しかし、総合政策学という接近方法への理解は、大学あるいは研究者ごとに依

然として相当大きく異なっており、それをより有効なものとして発展させ洗練してゆくことが必要で

ある。そのためには、例えば、総合政策学の業績は従来の社会科学の場合とは相当異なること（5（1）

を参照）から、その業績の認定を従来とは異なる基準ないしシステムによって行う必要がある 61）。

そのためには、総合政策学専門誌（ジャーナル）の発刊、総合政策学会の創設などが課題である。

61）本書第 3章（國領 2005、5-2）は新しい評価システムの立上げを提案している。
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